
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

雲南市商工会（法人番号 6280005006463） 

雲南市（地方公共団体コード 322091） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 経営発達支援事業の目標 

①事業計画の策定及び実施支援による個社の経営基盤の強化と持続的発展 

②地域資源等を活用したものづくりにより外貨獲得が期待できる地場産品製造業

の経営力強化及び販路開拓支援 

③事業承継の推進と新規創業支援による小規模事業者数の維持、減少抑制 

事業内容 Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

1. 地域経済動向調査に関すること 

①中小企業景況調査の実施（市内の景況感を調査、情報発信） 

②国が提供するビッグデータ「RESAS（地域経済分析システム）」の活用 

③各種調査、統計データ等の活用（調査、情報発信） 

2. 需要動向調査に関すること 

①新商品開発や改良に関する消費者ニーズ調査（市内外のモニター調査及びイベ

ント来場者へのアンケート調査） 

3. 経営状況の分析に関すること 

①経営分析を行う事業者の掘り起こし活動 

②経営分析の実施と活用（定量分析及び定性分析） 

③財務会計等セミナーの開催（財務面の分析知識やノウハウ向上） 

4. 事業計画の策定支援 

①DX 推進に関するセミナーの開催（基礎知識習得や取組推進など） 

②事業計画策定セミナーの開催（事業計画策定意義や重要性の啓発及び事業計画

策定のポイントなど） 

③事業承継セミナー及び個別相談会の開催 

④事業計画の策定支援 

5. 事業計画策定後の実施支援 

①定期的かつ継続的なフォローアップによる計画の進捗管理等支援 

6. 新たな需要の開拓支援 

①近隣及び都市圏で開催される商談会等への出展による販路拡大支援 



②雲南市商工業ポータルサイト（あーがね雲南）を活用した需要開拓支援 

③ＩＴを活用した販路開拓の支援（ＨＰ作成や改良、ＳＮＳ活用など） 

連絡先 雲南市商工会 経営支援課 

〒690-2404 島根県 雲南市 三刀屋町三刀屋２７４番地１０  

TEL:0854-45-2405 FAX:0854-45-2446 

e-mail:un-nan@shoko-shimane.or.jp 

雲南市 産業観光部 商工振興課 

〒699-1392 島根県 雲南市木次町里方 ５２１－１  

TEL:0854-40-1052 FAX:0854-40-1029 

e-mail:shoukoushinkou@city.unnan.shimane.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目 標 

（１）地域の現状及び課題 
①地域の現状 
ア.雲南市の概況と立地 

 雲南市は平成 16年 11月に大東町・加茂 

町・木次町・三刀屋町・吉田村・掛合町の 

6町村が合併し誕生した新しい市である。 

 島根県の東部に位置し、面積は 553.18㎢ 

で、北部は出雲平野や宍道湖が広がる松江 

市、出雲市と接し、南部に中国山地が連な 

り広島県に接している。北部は平野部が広 

がっているが、南部は中国山地に至る広範 

な山間部となっている。 

 市内にはヤマタノオロチ伝説で知られる 

斐伊川が流れ、各地に神話や伝説、神楽な 

どが伝承されており、多くの遺跡や古墳が 

発掘されている。 

 また、古くから斐伊川の支流周辺の低地 

では農耕が営まれ、山間地ではたたら製鉄 

や炭焼きが盛んに行われてきた。 

 さらに、日本のさくら百選に選ばれた観 

光名所であるなど歴史と文化、自然の各分 

野にバランスの良い地域資源を有している。 

 当市は県都松江市と出雲市に隣接していることから、通勤や通学、商圏など 2市とは社会的及び経

済的に大きな繋がりがある。 

 平成 27年 3月には中国横断自動車道尾道松江線が全線開通し、市内生活の利便性が向上したほか、

新たに山陽、四国方面と高速道路で結ばれたことにより、産業や観光の分野において更なる交流の促

進が図られている。令和 4年 8 月には中国横断自動車道尾道松江線雲南加茂スマートＩＣが開通し、

更なる企業誘致の促進や既存企業団地からの物流の効率化など産業活動の活性化及び観光地等への

アクセス向上による交流人口の拡大が期待される。 

 そして、この雲南市全域が当商工会の管轄地域である。 

 

イ.雲南市の人口推移と将来の人口見通しや展望 

 雲南市の人口は昭和 25年の 68,931人をピークとして減少傾向となり、令和 4年 7月現在の人口は

36,013 人、高齢化率 40.19％であり、第 2期の経営発達支援計画事業開始前の平成 30年 3月末の人

口 38,976人と比較すると、2,963 人（▲7.6％）の減少となっている。 

 これは、出生数の減少、高齢化による死亡数の増加傾向による自然減と就職や結婚、住宅等を理由

に転出超過が続いている社会減が主な要因とされている。特に 20歳代、30歳代の子育て世代の転出

が多い状況が続いている。（第 2次雲南市総合計画後期基本計画より） 

 全国的に人口減少に突入した中、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると雲南市の令和 27

年（13 年後）の推計人口は 23,264 人とされる。また、生産年齢人口（15～64歳）の人口割合は令和

7 年の 46.6％が令和 27 年に 41.9％になるのに対して、老年人口（65 歳以上）は令和 7 年の 42.4％

が令和 27年には 48.3％になると推測されるなど、高齢化も急速に進むと考えられる。 
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【卸・小売業】 

 市内の旧町村単位には小規模な商店街を有し、近隣型の小規模商圏を形成している。そうした店の

多くが家族経営による地元密着型経営の小規模小売店であり、町内など近隣からの顧客に限られてい

る。一方、市内中心部の木次、三刀屋地域の一部には市外資本の比較的規模の大きな小売店が存在す

る。スーパー、ホームセンター、ドラッグストア、家電量販店等であり、店舗面積は多くが 500 ㎡か

ら 1,000 ㎡までで、顧客の多くは市内からである。市内の商業はこうした中規模及び大規模店舗とコ

ンビニエンスストア、小規模小売店の三層構造といった形になっている。 

 この他、高齢者宅を中心とした移動販売を行い、併せて見守り活動も実施するなど、地域の生活機

能と商業機能維持の双方を同時に実施する取組みを行っている事例もある。 

 近年では、近隣都市部の松江市や出雲市への消費の域外流出、人口減少、少子高齢化により、市内

での消費流通額の減少、価格競争の激化などの影響もあり、小規模小売店には特に厳しい経営環境に

あると言える。さらにここ数か月においては、原油価格やエネルギーコスト高騰など状況は厳しさを

増している。 

 また、キャッシュレス化などを含む IT化については、経営者の高齢化が要因ではあるが、苦手意

識が高く小規模店舗ほど取組み度が薄いのが現状である。さらに、経営者の高齢化や後継者不足に伴

う廃業が増加しており、事業者数の減少が顕著となっている。 

 なお、当市において卸売業を中心に営む事業者は非常に少ないのが現状である。 

 

【製造業】 

 電子部品製造、機械金属加工、自動車部品製造等といった大手メーカーの加工工場や下請工場など

の誘致企業が加茂町、木次町に整備された企業団地を中心に多く立地するほか、麺類、乳製品、醤油、

農産加工品、木製品、工芸品等製造といった地場の製造業も数多く存在する。 

 誘致企業については、メーカーの経営判断や景気の影響を受けやすく、不安定な事業展開を余儀な

くされている。一方、食料品製造業を中心とした地場の製造業については、全国的にブランド形成し

ている事業所もあるが、地域資源等を活用して新商品開発を手掛け、県外等へ販路開拓を図る事業所

も徐々に増えている。 

 但し、直近では小麦や油等などの原材料や輸送コストなどの各種経費の価格高騰が続いており、収

益性の悪化が懸念される。 

 

【飲食店及び宿泊業】 

 市内の飲食店は 9割近くが従業員 10人未満の事業規模であり、その内、家族経営が 7割以上であ

るなど小規模経営が大半であり、顧客は市内の近隣顧客が中心である。 

 市内の旧町村地域でお店が存在しているが、中心市街地と位置付けられる三刀屋町三刀屋から木次

町下熊谷にかけての地域においては、比較的、新たに出店される方も多く、市外からチェーン店を出

店して集客を図っているケースもある。 

 近年は、新型コロナウイルス感染症による地域住民の外食意欲の減退並びに感染拡大防止のための

営業時間短縮、会食人数制限などの要請が重なり、売上減少、借入金増加に至った事業所が大幅に増

加している。そうした中、デリバリーやテイクアウトといった感染動向に左右されにくいビジネス展

開に取り組む事業所も見られる。 

 新型コロナウイルス感染症は大人数の宴会が減少するなど業界を取り巻く環境を大きく変えるも

のになっており、ウィズコロナを見据えた営業展開が求められる状況である。 

 宿泊業については、民泊も含め 25 者程度あり、このうち 8 割が小規模事業者である。小規模の宿

泊施設の利用顧客数は一日平均 3、4 人までのところが多く、客数の減少、施設設備の老朽化に直面

している。また、観光宿泊客は限られており、宴会顧客を中心に営業展開をする宿泊施設が多い。 

 しかし、昨今の新型コロナウイルス感染症の影響により、宴会顧客を中心とした営業展開には限り

が見えており厳しい事業運営を強いられている。 

 また、卸・小売業同様、IT化については小規模店舗ほど進んでいないのが現状である。 
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【サービス業】 

 理美容業、クリーニング業をはじめとする生活関連サービス業のほか、その他のサービス業として、

自動車整備業やガソリンスタンドなど全体的に地元密着型のサービス業が多い。 

 近年、特に創業が多いのが理美容業、エステサロン等であるが、人口減少、少子高齢化による顧客

の自然減が多い地域の中、顧客獲得に向けた競争は一段と厳しくなっている。自動車整備業やガソリ

ンスタンドにおいても免許返納する方の増加や低価格志向から売上は減少傾向である。 

 また、クリーニング業についても自宅で洗える衣類の増加や低価格競争などから経営環境において

厳しい事業者が増加している。 

 近年では特に周辺部において、経営者の高齢化、後継者不足などによる廃業も目立っており、地域

住民の生活に対して影響を及ぼしかねないことが危惧されている。 

 

エ.事業承継の現状 

 令和元年 12 月に島根県と島根県事業承継ネットワーク事務局において県内全域の事業者を対象に

事業承継に関するアンケート調査が実施され令和 2年 2月に報告書として纏められた。 

（県内全域で 3,962者回答があり、その内、雲南市内の事業者の回答数は 272者） 

 雲南市内の事業者の回答のみを抽出した集計結果によると、経営者の年代は 70 代以上（38.2％）

が最も多く、次いで 60代（36.8％）となっている。 

 後継者の有無については「決まっていない」が 77.6％で、「決まっている」の 19.5％を大きく上回

っており、全体の 7割以上の事業者において後継者が決まっていない状況である。 

 後継者未定の理由としては、「自分の代で清算・廃業予定」が 56.4％と最も多く、次いで「まだ今

は決める必要がない」が 11.8％であり、早急に事業承継に関する支援強化が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この結果から 60 代以上の経営者が 7 割を超え、多くの事業所が事業承継に対する取組を開始すべ

き時期にはきているものの、未だ 8割弱の事業者において後継者が未定である状況は雲南市の今後の

地域経済にとって大変な問題と言える。 

 事業承継の時期に差し掛かっている事業者には、計画的かつ効率的に事業承継対策に取組んでいく

ために積極的な支援を展開していくことが必要であると同時に後継者がいない事業者においても廃

業増加による事業者数減少の抑制、地域経済の衰退を防ぐ観点から第 3者承継も視野に入れた対応を

検討する必要がある。 

 今後も関係支援機関との連携を図りながら、事業承継の推進を進めていくことが重要である。 
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②雲南市の地域経済における課題 

≪地域経済の現状≫ 

・中国横断自動車道尾道松江線雲南加茂スマートＩＣの開通による物流の効率化、産業活動の活性 

 化及び交流人口の拡大が期待できる。 

・企業団地の整備、企業誘致により、人口増加、若年層の定着が図れ、小売業や飲食サービス業へ 

 の波及効果が期待できる。 

・人口減少、少子高齢化が進み、消費購買力の減退により域内市場は縮小傾向である。 

・近隣都市部の松江市、出雲市への消費の域外流出が加速している。 

・コロナ禍などの環境変化に伴い消費者の消費行動が急速に変化している。 

≪事業者の現状≫ 
・地域資源等を活用して県外等への販路開拓を図る企業が徐々に増加している。 

・コロナ禍の影響により、売上減少、借入金の増加など経営状況の悪化が見られる。 

 （特に飲食業や宿泊業の悪化が顕著である。） 

・原油価格やエネルギーコスト及び原材料の高騰による事業者の収益性の悪化が見られる。 

・経営者の高齢化、後継者不足により地域を支えていた事業者が減少している。 

・ＩＴ化が推進される中、事業者のＩＴ利活用はまだまだ限定的である。 

・事業計画を策定し、目標や行動を明確にして事業を営む事業者はまだまだ限定的である。 

 

≪課題≫ 
 地域経済の現状、事業者の現状を踏まえ、管内の課題は次のとおりに集約できる。 

 

 ■地域内消費需要の縮小と消費の域外流出への対応強化 
 ■地域資源等を活用して商品開発、販路開拓による外貨獲得の強化 

 ■環境変化に伴う事業の見直し、再構築に対する対応 

 ■デジタル化社会に対応するためのＩＴスキル向上と利活用の推進 

 ■小規模事業者の維持、減少抑制のための円滑な事業承継の推進 
 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 
①現状と課題に基づく１０年程度の期間を見据えた振興の方向性 
 上記（１）で記載した地域の現状及び課題を踏まえ、「地域の総合的経済団体」かつ「小規模事業

者にとって最も身近な支援機関」として、向こう 10 年の小規模事業者に対する振興、支援のあり方

を次のとおりとする。 

 

 ア．地域内消費の拡大と外貨獲得の強化を図る。 

 イ．経営改善、経営革新による経営基盤の強化に繋げ、売上及び収益力の向上を図る。 

 ウ．デジタル化社会に対応するためのＩＴスキル向上と有効な利活用を図る。 

 エ．事業者数の維持、減少抑制のため、事業承継・創業支援の推進を図る。 

 オ．関係支援機関・専門家等との支援体制の強化を図る。 

 

 上記、雲南市の地域経済課題における長期的な振興のあり方を踏まえ、今後、当会が重点支援して

いく必要のある事業者を次のとおり定め、関係支援機関、専門家等と連携して伴走支援する。 

 

 ▶ 主に最寄品・買回り品を取り扱っている小売業 

 ▶ 地域資源を活用した商品開発や販路開拓に取り組む地場産品製造業 

 ▶ 環境変化への対応が今後最も重要となる宿泊・飲食サービス業 

 ▶ 若手経営者・後継者がいる小規模事業者及び事業承継に悩む小規模事業者 

 



８ 

 

②雲南市総合計画後期基本計画・雲南市まち・ひと・しごと創生総合戦略産業ビジョンとの 

 連動性・整合性 

≪第 2次雲南市総合計画後期基本計画・第 2期雲南市まち・ひと・しごと創生総合戦略≫ 

 雲南市では、10 年間（平成 27 年度～令和 6 年度）のまちづくり目標と方向性を示す、「第 2

次雲南市総合計画」を策定し、人口の社会増への挑戦を続け、令和 2年度から令和 6年度までの

5か年を計画期間とする「後期基本計画」と一体的位置づけの「第 2期雲南市まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を策定している。 

 この中の基本理念、将来像に基づく「基本計画（産業分野）」は当会が作成する経営発達支援

計画にて示す小規模事業者に対する長期的な振興のあり方と連動性、整合性があり、市の施策と

ともに計画を推進する。（※下線部分が連動性・整合性がある箇所） 

≪基本理念≫ 

「生命と神話が息づく 新しい日本のふるさとづくり」 

           「課題先進地」から「課題解決先進地」へ 

≪雲南市のまちづくりの将来像（雲南市のめざす姿）≫ 

「安全・安心」、「活力と賑わい」、「健康長寿・生涯現役」の実現を目指す。 

・分野ごとの将来像（産業分野） 

 挑戦し活力を産みだすまち（産業） 

 農林業や観光、中小企業の振興に加え、企業立地のための環境整備を図るとともに、

創業者や経営者の活力ある産業振興に向けた挑戦を支援します。 

≪基本計画（産業分野）≫ 

・起業、就業支援の充実      ・地域資源を活かした産業の創出 

・農業の振興           ・林業の振興 

・観光の振興           ・商工業の振興 

（※出典：第 2次雲南市総合計画後期基本計画 抜粋） 

 

≪第 2次雲南市産業振興ビジョン≫ 

 雲南市においての本ビジョンは、平成 26年度に策定され、平成 27年度から令和 6年度までの

10 年間を推進期間とする本市における最上位計画「第 2 次雲南市総合計画」の産業分野の具体

的なビジョンと位置付けており、基本方向と展開シナリオにおいて、当会が作成する経営発達支

援計画にて示す小規模事業者に対する長期的な振興のあり方と連動性、整合性があり、市の施策

とともに計画を推進する。（※下線部分が連動性・整合性がある箇所） 

≪基本理念≫ 挑戦し、活力を生み出す雲南市 ～たしかな雇用創出をめざして～ 

≪基本方向≫ 

・外貨獲得型産業の強化 
 本市産業の強みである機械・金属・食品などの製造業の集積や急成長している観光の産

業化の進展を見据え、大都市圏、海外等地域外市場を主要市場とする、いわゆる外貨獲得

型産業の強化を図ることで、市内に還流するマネーフローの規模拡大を図る。 

 

・地域内循環型産業の確立 
 県内第 2 位の「一人あたり所得」に対して、購買力の相当数が流出していること、各産

業において原料、資材等の仕入れ先が域外となっていることなどにより、現状では、本市

経済の地域内循環性は極めて低く、これによる事業機会の損失が生じていることから、域

内循環性を高める卸、小売、飲食サービス業などの各産業の振興により、域内需要を高め

るとともに購買力の流出を抑制し、産業連関性を構築する。 
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≪展開シナリオ≫ 

シナリオ 1．経済規模の縮小を克服する ⇒ 外貨獲得型産業を伸ばす 
・本市産業を牽引する製造業の振興を図る。 

・中心市街地の賑わいづくりにより商業の振興を図る。 

・本市産業において大きな成長要因を有する観光産業の振興を図る。 

 

シナリオ 2．経済構造の弱みを克服する ⇒ 地域内循環型産業を再興する 
・中心市街地の賑わいづくりにより商業の振興を図る。 

・原材料の市内調達等により産業の重層化を確立する。 

・農商工連携の充実により農業振興を図る。 

・木質バイオマス活用によりエネルギーの地産地消を進める。 

 

シナリオ 3．優れた人材を確保育成する ⇒ 市内外の人材確保と育成を図る 
・学校教育等において産業人材の育成を図る。 

・他地域、大都市部から優れた人材の確保を図る。 

・女性、高齢者等多様な人材能力の活用を図る。 

 

シナリオ 4．人と材の流れを転換する ⇒ 域外流入を増大、域外流出を抑制する 
・市内の観光消費を伸ばす。 

・市外への購買力流出を抑制する。 

 

シナリオ 5．地域産業の再生産性を高める ⇒ 事業承継と企業創業を支援する 
・後継人材の確保による事業承継を支援する。 

・地域の課題解決や資源活用による企業、創業を支援する。 

 

（※出典：第 2次雲南市産業振興ビジョン 抜粋） 

 

 

③商工会としての役割 

 当会は中期行動計画（2021～2024 の 3 か年計画）の中で「企業と地域を元気にするために力をあ

わせて活動する拠点となる」をビジョンに掲げ、雲南市における総合経済団体として、管内の小規模

事業者の持続的発展と雲南市の産業振興に取り組むために、「管内の小規模事業者にとって最も身近

で信頼のおける支援機関」として、「雲南市との橋渡し役であるのと同時に産業振興の牽引役となる」

ことで、商工会としての役割を果たす方針である。 

 そして、向こう 10 年の小規模事業者に対する振興、支援のあり方を踏まえ、当会が重点支援して

いく必要のある事業者に対して、雲南市や他の関係支援機関とも連携を図りながら、以下の内容につ

いて伴走型支援により取り組む。 

 

ア．地域内消費の拡大と外貨獲得の強化を図る取組み。 

イ．経営改善、経営革新による経営基盤の強化に繋げ、売上及び収益力の向上を図る取組み。 

ウ．デジタル化社会に対応するためのＩＴスキル向上と有効な利活用を図る取組み。 

エ．事業者数の維持、減少抑制のため、事業承継・創業支援の推進を図る取組み。 

オ．関係支援機関・専門家等との支援体制の強化を図る取組み。 
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（３）調査結果の活用 
・当会ホームページや広報誌へ掲載し、広く管内小規模事業者へ周知する。 

・随時、経営指導員等が巡回訪問を通じて、経営判断や事業計画策定の基礎資料として活用する。 

・行政及び関係機関等と情報共有するための資料として有効活用する。 

 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 
①現状 

▶ 新商品開発や改良に関する消費者ニーズ調査 

 市内と市外において、主に食料品製造業の小規模事業者が開発、改良した商品の「味・機能」、「価

格」、「パッケージデザイン」などについて、モニター調査を実施し、調査結果について各事業者へフ

ィードバックすることで、商品開発、改良を行うための基礎資料として活用した。 

 

▶ 市内宿泊施設に関する消費者ニーズ調査 
 市内の旅館等宿泊施設を営む小規模事業者 10 者を対象に同宿泊施設を利用した一般消費者に対し

て、ニーズ調査を実施し、個別にフィードバックすることで、事業計画策定や新たな料理、サービス

の開発、提供などに取組み、効果的に需要開拓するための基礎資料として活用した。 

 

②課題 

▶ 新商品開発や改良に関する消費者ニーズ調査 

 調査結果を基に商品改良、開発に繋がり、その後の商談会に出展するなどの成果に繋がった事業者

があった。調査方法についてもコロナ禍により途中から会場に集まっての一斉調査ではなく、商品を

モニターの方々へ送り、調査を実施する方法に切り替えざるをえなかったが、ゆっくりと自宅で商品

を見ながら調査が出来たとの利点もあり、見直した調査方法を活かすべきと考える。 

 但し、目標に掲げた調査対象の小規模事業者が集まらない、固定化してきているなど、新たに対象

となる事業者の発掘が課題である。 

 

▶ 市内宿泊施設に関する消費者ニーズ調査 
 5年間継続実施をして消費者ニーズの把握ができ、効果的に需要開拓に活かした事業者もあった。 

 しかし、調査結果自体も 5年目を迎えると大きな変化が見られなくなり、対象事業者からも本調査

の必要性や望む声が減少しており、調査のあり方を見直すべき状況となり、本計画において市内宿泊

施設に関する消費者ニーズ調査については実施しないことにする。 

 なお、宿泊事業者に対する支援としては、調査結果を活かし今後の事業計画策定や IT 活用による

顧客獲得など次のフェーズで支援を継続していく。 

 

（２）事業内容及び目標 
①新商品開発や改良に関する消費者ニーズ調査（改善継続） 

■事業概要 

 商品の開発や改良について、一般消費者に調査を行い、商品に対する問題点や改善点等を取

り纏めて小規模事業者へフィードバックし、個社ごとに消費者ニーズや市場の動向を把握した

商品の開発、改良に活かす。 

■調査目的 

 小規模事業者が持続的発展を実現するためには、消費者ニーズや市場動向を踏まえた商品や

サービス提供が求められるため、「マーケットイン」の考え方を浸透させ、商品の開発、改良

に活かすことで販路拡大を目指す。 

■調査対象 

 地場産品製造業を中心に地域資源を活用した商品開発、改良に取り組む小規模事業者 
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 結果として、目標件数である 75件/年、5年間で 375件の分析を行い、小規模事業者の経営状態を

把握することにより経営課題を明確にする支援を行った。 

  

②課題 
 評価委員会においても一定の評価をいただいており、今後も「ローカルベンチマーク」を活用し、

対話と傾聴を通じて「財務面」、「非財務面」の両面からの分析を継続して実施する。 

 しかし、経営分析を希望する事業者の掘り起こしに大変苦慮しており、理由として事業者が必要性

や重要性を感じていない点や経営状況の情報開示に抵抗感がある事業者も多い点が挙げられる。 

 経営分析を基にした売上確保や収益増加等の成功事例の積み上げにより、事業者自身に必要性と重

要性を理解していただくための更なる啓発が課題である。 

 また、事業者自身が当事者意識を持って、自社の経営状況を把握することで事業者自身が「答え」

を見い出すように仕向けるためにも徹底した対話と傾聴が重要であり、１者に充てる時間を今まで以

上に確保することが必要である。第 1期、第 2期とも多くの管内事業者に経営状況を把握していただ

く事など裾野を広げることに重点を置いていたが、量より質を重視することに重点を置くため、1者

当たりの分析支援を丁寧かつ時間を掛けて実施することが課題である。 

 さらに、一度分析を実施した事業者について、分析から数年経過すれば、外部や内部の環境も大幅

に変化しており、特に新型コロナウイルス感染症の影響により、経営環境が大きく変化している事業

者が多いと予想されるため、そうした事業者に対しての経営分析の再支援が必要である。 

 

（２）事業内容 
①経営分析を行う事業者の掘り起こし（改善継続） 
▶ 巡回訪問、窓口相談を通じて対象事業者の掘り起こしを行い、本業強化、商品サービスの改良、 

 新分野進出、事業再構築等の新たな取組みに意欲的な事業者や創業予定者、事業承継予定者、事 

 業承継に悩む事業者等に対して、経営分析による現状把握について提案する。既に経営分析を実 

 施した事業者についても、外部や内部環境に変化が生じていることが予想されるため、経営分析 

 の見直しを提案する。（見直し先も本支援の対象先とする。） 

 

▶ 経営分析の重要性や経営分析を基にした売上確保や収益増加の成功事例について、ＨＰ・広報誌 

 に掲載することで、個別相談へ導いていく。 

 

▶ 青年部、女性部、各種部会等の総会や役員会、定例会議等において、経営分析の重要性や経営分析 

を基にした売上確保や収益増加の成功事例について情報提供し、個別相談へ繋げる。 

 

▶ 経営に関する研修会等にて経営分析について情報提供を行い、アンケートなどで経営分析の興味 

 などを探り、興味のあった事業者へ後日アプローチを仕掛ける。 

 

②経営分析の内容（継続） 

≪対象者≫ 
▶ 商品やサービス開発や新たな販路開拓に取り組もうとする意欲的な小売業・飲食・宿泊 

 サービス業・地場産品製造業を中心とした小規模事業者 

▶ 若手経営者・後継者がいる小規模事業者及び事業承継を検討している小規模事業者 

▶ 市内での創業予定者 

▶ 金融相談や補助金活用などの事業者で事業の持続的発展の取組みに意欲的な小規模事業者 
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②課題 
 事業計画策定の必要性、重要性を周知しているものの浸透しきれていないこと、事業計画策定や事

業承継セミナーの受講者募集に苦慮していること、支援を求める事業者に偏りがあること等の理由に

より、事業計画策定に取り組む事業者が頭打ち傾向にある。今後は、事業計画策定セミナー等のカリ

キュラム内容や開催方法、周知方法、潜在的な支援対象者の発掘方法を工夫することが課題である。 

 また、一度計画を策定した事業者について、外部や内部環境の変化、新事業展開や事業再構築等で

計画を大幅に変更、見直しするための再支援が必要である。 

 DXに対する支援についても今後積極的に取り組みを実施する必要がある。 

 

（２）支援に対する考え方 
 1期並びに 2期において、多くの小規模事業者の事業計画策定に携わってきたが、依然として、勘

と経験による成り行き経営や自社の現状や市場の変化、顧客ニーズ等を十分に把握せず事業を営んで

いる小規模事業者は多い。 

 しかし、計画策定した小規模事業者は確実に事業意欲の向上に繋がっている。一人でも多くの小規

模事業者が自社を見つめ直し、事業計画の策定に向かっていただくため、事業計画策定セミナー（事

業承継研修会含む）の開催等を通じて、事業計画策定の意義や重要性の啓発を行うとともに、当会職

員による巡回や窓口ヒアリングや情報提供を続けていくことで案件の掘り起こしを行う。 

 事業計画策定前段階においてはＤＸに向けたセミナーを開催し、小規模事業者の競争力の維持・強

化を目指す。 

 支援にあたっては、経営指導員が中心となり、他の職員とも連携しつつ、専門的な支援が必要な場

合は専門家派遣制度を活用して、個別に実現性の高い事業計画の策定支援を実施する。 

 また、事業承継を円滑に進めるため、事業承継先の小規模事業者に対しては雲南市や専門家と連携

をして事業承継研修会（セミナーと個別相談会）を開催し、経営者として必要な経営戦略、財務会計、

組織論等を体系的に身に付けてもらい、事業計画の策定に繋げる。 

 

（３）事業内容 
①ＤＸ推進に関するセミナーの開催（新規） 
 DXに関する意識の醸成や基礎知識を取得するため、また実際に DXに向けた ITツールの導入や Web

サイト構築等の取組を推進していくためのセミナーを開催する。 

■支援対象 

▶ 商品やサービス開発や新たな販路開拓に取り組もうとする意欲的な小売業・飲食・宿泊 

 サービス業・地場産品製造業を中心とした小規模事業者 

▶ 若手経営者・後継者がいる小規模事業者及び事業承継を検討している小規模事業者 

▶ 金融相談や補助金活用などの事業者で事業の持続的発展の取組みに意欲的な小規模事業者 

■募集方法 

▶ 商工会の HPや広報、雲南市の告知放送を活用し、管内の事業者に広く募集する。 

▶ 支援対象者を中心に巡回訪問、窓口相談により年度当初から情報提供を行い、開催日時の 

 決定後についてはそれらの事業者に対して再度、巡回や電話等で参加を促す。 

■回数 1回/年 

■カリキュラム 

 年度当初に経営支援会議等にてカリキュラムについて協議し決定する。 

 例）DX総論、DX関連技術（クラウドサービス、AI等）や具体的な活用事例 

   クラウド型顧客管理ツールの照会 ・ SNSを活用した情報発信方法 

   ECサイトの利用方法等 

■参加者数 10者/回 

 

 



２１ 

 

②事業計画策定セミナーの開催（改善継続） 
 事業者自らが課題を認識し納得した上で、事業計画を策定することを促すため、事業計画策定の意

義や重要性の啓発及び事業計画策定のポイントなどを盛り込んだセミナーを開催する。 

■支援対象 

▶ 商品やサービス開発や新たな販路開拓に取り組もうとする意欲的な小売業・飲食・宿泊 

 サービス業・地場産品製造業を中心とした小規模事業者 

▶ 若手経営者・後継者がいる小規模事業者及び事業承継を検討している小規模事業者 

▶ 金融相談や補助金活用などの事業者で事業の持続的発展の取組みに意欲的な小規模事業者 

■募集方法 

▶ 商工会の HPや広報、雲南市の告知放送を活用し、管内の事業者に広く募集する。 

▶ 支援対象者を中心に巡回訪問、窓口相談により年度当初から情報提供を行い、開催日時の 

 決定後についてはそれらの事業者に対して再度、巡回や電話等で参加を促す。 

■回数 1回/年（受講者の日程確保などを考慮して 1回/年とする。） 

■カリキュラム 

 年度当初に経営支援会議等にてカリキュラムについて協議し決定する。 

■参加者数 10者/回 

 

③事業承継セミナー及び個別相談会の開催（継続） 
 「継ぐ者」、「継がせる者」の意識を高め、円滑な事業承継に繋げていくため、雲南市をはじめ関係

支援機関と連携して事業承継セミナー及び個別の相談会を開催する。 

■支援対象 

▶ 若手経営者・後継者がいる小規模事業者及び事業承継を検討している小規模事業者 

■募集方法 

▶ 商工会の HPや広報、雲南市の告知放送を活用し、管内の事業者に広く募集する。 

▶ 管内の小規模事業者に対して、巡回訪問、窓口相談により年度当初から情報提供を行い、 

 開催日時の決定後については、日頃の巡回訪問や窓口相談で得た支援対象者を中心に再度、 

 巡回や電話等で参加を促す。 

■回数 

 セミナー 1回/年 ・ 個別相談会 3回/年 

■カリキュラム 

 年度当初に経営支援会議等にてカリキュラムについて協議し決定する。 

■参加者数 

 セミナー 10者/回 ・ 個別相談会 3件/回 

 

④事業計画の策定（継続） 
 経営分析支援を行った小規模事業者を対象に実現可能性の高い事業計画の策定を支援する。 

 既に事業計画策定を実施した事業者についても、経営方針の見直し、再建等があった場合は、事業

計画の見直しを提案し策定を支援する。（見直し先も本支援の対象先とする。） 

■支援対象 

▶ 経営分析支援を行った小規模事業者の中で、経営指導員がより意欲的である、または支援 

 の緊急性が高いなどを優先し選定した小規模事業者 

■支援手法 

▶ 経営指導員が中心となり、他の職員とも連携しつつ、先の分析結果を基に更なる対話と聴講 

 を通じて、個別に実現性の高い事業計画の策定支援を実施する。 

▶ 専門的な支援が必要な場合などは必要に応じて専門家派遣制度を活用する。 
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②課題 
▶ 商談会等への出展による販路拡大支援 

 需要動向調査における消費者ニーズ調査を得て商品改良支援を行い、商談会出展についてもスキル

アップの研修を行い商談会に向かう手法は商談成立のためには良い手法と考える。 

 但し、計画の後半からは新型コロナウイルス感染症の影響により、展示会がオンライン方式での開

催となることも増えたが、事業者自体がオンラインに不慣れで出展することを躊躇するケースもあり

出店数が伸び悩んだ。IT 化への対応は競争優位の確立にも繋がることから、リモート環境の整備や

操作方法の支援も行い、環境変化に付いていける事業者を育てることでの販路開拓支援も求められ

る。併せて、依然から商談会へ積極的に向かう意欲ある小規模事業者が減少しており、事業者の掘り

起こしも課題である。 

 

▶ 雲南市商工業ポータルサイトの構築 

 サイトは立ち上がったものの事業者の IT に対する苦手意識などもあり、事業者の登録内容の見直

しや新着情報の発信など本サイトの活用自体がまだまだ少ない。事業者自身に本サイトの活用意識を

高めていき、事業者自らが定期的に情報発信をする仕組みづくりが課題である。 

 また、本サイトを通じて登録事業者の売上や利益増加に繋げていくことが重要であるため、消費喚

起を促し、地域内消費を拡大させるための情報発信内容などの改善も課題である。 

 

（２）支援に対する考え方 
 県内外に積極的に販路拡大を図る意欲のある地場産品製造業を中心とした小規模事業者に対して、

商工会が自前で展示会等を開催するのは困難なため、近隣（山陰地区）及び都市圏で開催される既存

展示会への出展支援を目指す。 

 出展にあたっては、消費者の意見をしっかりと聞き、買い手のニーズを踏まえた商品開発・改良を

行い、売上拡大を目指すマーケットインの考え方を浸透させ、商談会での効果的な商品説明等の事前

と商談成立に向けた前後の出展支援を行うことで伴走支援をしていく方針である。 

 また、DXに向けた取組として、2期目で構築した「雲南市商工業ポータルサイト（あーがね雲南）」

を利活用することで IT の苦手意識払拭に繋げると同時に「地域内循環」と「地域内調達の仕組み」

が構築でき域外への購買力流出の抑制を図る。 

 さらに、オンライン出展・商談、自社ホームページ作成・改良、SNS 情報発信など IT 活用に関す

る相談に対して積極的に対応する。 

 

（３）事業内容 
①商談会等への出展による販路拡大支援 
 需要動向調査における消費者ニーズ調査で収集した商品の評価結果を踏まえて、専門家を招聘して

「売れる商品づくり個別相談会」を開催し、商品改良や買い手側に立った商品開発を支援する。 

 その上で、近隣（山陰地区）及び都市圏で開催される商談会に出展支援を行い、新たな需要の開拓

に向けた取組を実施する。 

 なお、出展支援として、商談会の前に「商談力向上研修会」を実施し、商談会での効果的な商品説

明や展示方法、試食提供の仕方等など習得の機会を設ける。 

 併せて、商談会当日にも助言や実行支援を行い、商談会終了後はバイヤー等来場者からの意見を取

り入れた商品改良等に繋げ、商談成立へ向けた支援を行う。 
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②ポータルサイト活用促進 

 支援事業者数 
21者 30者 30者 30者 30者 30 者 

②ポータルサイト活用促進 

 売上増加事業者数 
― 6者 6者 6者 6者 6者 

③自社ホームページ・SNS 

支援事業者数 
― 10者 10者 10者 10者 10 者 

③自社ホームページ・SNS 

 売上増加事業者数 
― 2者 2者 2者 2者 2者 
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１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 
①現状 
▶ 職員の資質向上に関する取組み 

 第 2 期発達支援計画においては、組織全体のレベルアップを目指し、年度初めに、島根県商工会連

合会が職員の育成、人事評価で実施している「資質向上計画書」及び「職種別業務チェックリスト」

を活用し、事務局長との面談で各人の不足する支援能力や育成ポイントを把握し、支援能力向上に向

けた計画を策定した。 

 策定した計画に基づき、経験値の高い職員が中心となり、内部研修や現場を通じて基本的な知識や

ノウハウ習得、取組姿勢の向上を図るとともに、中小企業基盤整備機構が実施する「中小業企業支援

担当者研修」や島根県商工会連合会が主催する「経営指導員等研修会」を受講することで、不足しが

ちな支援ノウハウや知識を意図的に習得し、個々の支援能力向上を図った。 

 育成状況は半年に 1度、本人と事務局長が面談することで、振り返りをしながら次年度の計画に活

かした。 

 

▶ 経営支援情報の共有に関する取組み 

 経営支援会議や業務（記帳）支援会議、職員全体会議の場で事例発表や個別企業への支援状況報告

などを行うことで、職員個人に蓄積しがちな「経営分析結果」や「支援に必要な知識やノウハウ、手

法」について情報共有を図った。共有を図った情報については、支援データベースとし職員共有フォ

ルダで管理、閲覧できる状態を整えた。 

 また、経営カルテ、記帳カルテに要点を整理し、支援ノウハウの蓄積を図ったことで、人事異動や

担当替えがあっても、すぐに該当事業者の支援を引き継ぐことができた。 

 

②課題 
▶ 職員の資質向上に関する取組み 

 「資質向上計画書」や「職種別業務チェックリスト」を活用し、支援能力向上に向けた各々の計画

を策定し、それに基づき、OJT や off-JT を実施した方法は個々の能力にあった知識や支援ノウハウ

の向上に繋がっているため、今後も継続して実施していくことが重要である。 

 なお、近年、小規模事業者支援において、DX 推進に向けた相談の増加により支援者の対応力向上

が欠かせないことから、IT化、デジタル化をテーマとした資質向上を重点的に取り組む必要がある。 

 

▶ 経営支援情報の共有に関する取組み 

 職員が集まる会議の場での事例発表については当初は計画的に実施していたが、計画的かつ継続的

に実施ができなかったため、計画的に取り組める仕組みが必要である。 

 

（２）事業内容 
①職員の資質向上に関する取組み 
 「資質向上計画書」や「職種別業務チェックリスト」を活用し、事務局長との面談で各人の不足す

る支援能力や育成ポイントを把握し、支援能力向上に向け計画を策定する。 

 策定した計画に基づき、OJT や off-JT を活用し、職員間で情報の共有や進捗の確認をしながら能

力向上に努める。育成状況は半年に 1度、本人と事務局長が面談することで、振り返りをしながら次

年度の計画に活かし、組織全体のレベルアップを図る。 

 

▶ OJTによる小規模事業者支援能力の向上 
 経験のある経営指導員や記帳専任職員が中心となり、基本的な知識や支援ノウハウ、支援者の役割

や取組姿勢の向上について、全ての職員を対象に内部研修を実施する。 

 経験のある職員と若手職員がチーム組成し、巡回等の機会を活用して OJTを実施する。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和４年１１月現在） 

（１）実施体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規

定する経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 
①法定経営指導員の氏名、連絡先 
  ■氏 名  塩野 昌弘 

  ■連絡先  雲南市商工会  TEL：0854-45-2405 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 
 経営発達支援事業の実施、実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価、見

直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 
①商工会 
 〒690-2404 島根県雲南市三刀屋町三刀屋 274-10 

       雲南市商工会 経営支援課 

       TEL：0854-45-2405 ／ FAX：0854-45-2446 

       E-mail：un-nan@shoko-shimane.or.jp 

 

②関係市町村 

 〒699-1392 島根県雲南市木次町里方 521-1 

       雲南市 産業観光部 商工振興課 

       TEL：0854-40-1052 FAX：0854-40-1029 

       E-mail：shoukoushinkou@city.unnan.shimane.jp 

 

雲南市商工会

【大東支所】

・支所長：経営指導員 1名
・記帳専任職員 2名

事務局長

副会長

会 長

【本所】

【総務課】

・課長：経営指導員 1名

・補助員 2名

・嘱託職員 4名

【経営支援課】

・課長：経営指導員 1名

【経営支援係】

・法定経営指導員 1名

・経営指導員

（総務課長兼務） 1名

（大東支所長兼務）1名
・経営指導員 4名

【記帳支援係】

・記帳専任職員 4名
・記帳専任職員

（大東支所兼務）2名

・記帳指導職員 1名

雲南市
産業観光部

商工振興課
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

必要な資金の額 3,200 3,200 3,200 3,200 3,200 

 

 

■経営発達支援事業 

○経済動向調査 

 ・小規模事業者の景況調査 

 ・各種調査の収集提供 

 

○需要動向調査 

 ・消費者ニーズ調査 

 

○経営状況分性 

 ・財務会計研修会 

 

○事業計画策定支援 

 ・DX推進セミナー 

 ・事業計画策定セミナー 

 ・事業承継セミナー・相談会 

 

○事業計画実施支援 

 

○需要開拓事業 

 ・商談会への出展支援 

 ・ポータルサイト活用 

 ・専門家派遣 

 

 

■支援力向上のための取組 

○事業評価・見直し 

 

○資質向上等 

 ・研修会参加 

 

 

(3,000) 

 

200 

100 

 

 

800 

 

 

200 

 

 

200 

200 

300 

 

 

 

 

600 

200 

200 

 

 

(200) 

 

 

 

200 

 

 

(3,000) 

 

200 

100 

 

 

800 

 

 

200 

 

 

200 

200 

300 

 

 

 

 

600 

200 

200 

 

 

(200) 

 

 

 

200 

 

 

(3,000) 

 

200 

100 

 

 

800 

 

 

200 

 

 

200 

200 

300 

 

 

 

 

600 

200 

200 

 

 

(200) 

 

 

 

200 

 

 

(3,000) 

 

200 

100 

 

 

800 

 

 

200 

 

 

200 

200 

300 

 

 

 

 

600 

200 

200 

 

 

(200) 

 

 

 

200 

 

 

(3,000) 

 

200 

100 

 

 

800 

 

 

200 

 

 

200 

200 

300 

 

 

 

 

600 

200 

200 

 

 

(200) 

 

 

 

200 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

国補助金、県補助金、市補助金、事業受託費、会費等収入、共済手数料収入 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


